
学校法人至学館 令和７年度決算概要 
 

 令和７年度決算計算書類は、「学校法人会計基準（文部省令第18号）」に従っ

て作成し、監査法人及び学園監事の監査を経て、令和8年6月19日に開催され

た評議員会の承認を経て決定され、同年6月30日に文部科学省に提出しており

ます。 

 

【 はじめに 】 

大学においては、令和４年４月に設置した「体育科学科」が令和７年度、完成

年度を迎えました。また令和７年度よりこども健康・教育学科に「こどもアミュ

ーズメントコース」を設定しました。 

ディプロマ（学位授与）、カリキュラム（教育課程編成・実施）、アドミッショ

ン（入学者受入）に係る３つのポリシーに基づいた教育活動の実践状況と成果に

ついては、毎年度、定期的な自己点検・評価を行うこととしており、令和７年度

も実施しました。さらに「研究の促進」、「学生支援の強化と充実」、「学生募集力

の強化・充実と広報活動」、「学生の進路支援対策」、「施設・設備の整備」、「産学

官地域連携の推進」、「国際化の推進」、「IR事業」に取り組んできました。 

高校では、「ICT 教育の推進」、「西館の運用」、「留学コース」、「専門学科の充

実」、「部活動等の健全化促進」、「退学・転学者の減少」、「生徒募集」、「学校安全

計画策定」等について取り組んできました。また、施設・設備の老朽化対策とし

て、電子黒板設置・教壇撤去、空調機器の更新、廊下の照明LED化を行いました。 

幼稚園では、「学校評価への取り組み」、「幼児期に遊びはふさわしい学び」「直

接体験を重視したICT保育の充実」「面白さが体験できるクラブ活動」「生活や遊

びの中で体を動かそう」「全ての子どもたちを対象にした英語活動の取り組み」

「人間力醸成のため「聞く・話す教育」の推進」「園児募集での幼稚園見学・園

庭開放、そして地域への本園の方針と活動の発信」等に取り組んできました。 

令和７年度の学園全体における決算では、資金収支計算書上では、翌年度繰越

支払資金が6,590万9千円減少し、14億8,107万1千円となりました。 

また、事業活動収支計算書上では、経常収支差額(教育活動収支差額＋教育活

動外収支差額)は、マイナス7,118万8千円、特別収支差額を加えた基本金組入

前当年度収支差額はマイナス4,003万4千円となりました。そして、基本金組入

額がマイナス 7,238万 6千円となり、当年度収支差額はマイナス 1億 1,242万

円、翌年度繰越収支差額はマイナス54億5,725万3千円となりました。 

本学園においては、学生・生徒・園児数の確保、人件費の増加や老朽施設の改

築・修繕費の確保など課題も山積しており、今後も継続して収支の改善を図るべ

く取り組みを行っていきます。 

 

 

 

【 資金収支計算書 】 
この計算書は、あらゆるお金の出入りを表しています。しかし、実際のお金

の出入りのみを表わす（現金主義）だけでは、当年度の本来の活動状況がわか

らなくなります。そこで、下図のように当年度に発生する収入①、支出④を一

旦表示し（発生主義）、そのうえで調整勘定②⑤を使い、期末未収入金や前期

末前受金、期末未払金や前期末前払金の調整を行い、現金主義と発生主義の折

衷を図っています。（番号は下図に対応） 
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 資金収支計算書（概要）               (単位 千円) 

科 目 予 算 決 算 差 異 

収入の部    

①学生生徒等納付金収入 2,877,972 2,808,657 69,315 

②手数料収入 68,195 64,439 3,756 

③寄付金収入 5,423 8,881 △3,458 

④補助金収入 987,594 1,139,118 △151,524 

⑤資産売却収入 23,972 52,372 △28,400 

⑥付随事業・収益事業収入 49,345 49,060 285 

⑦受取利息・配当金収入 27,036 29,287 △2,251 

⑧雑収入 164,307 170,153 △5,846 

⑨借入金等収入 0 0 0 

⑩前受金収入 460,145 469,325 △9,180 

⑪その他の収入 254,719 254,740 △20,530 

⑫資金収入調整勘定 △673,591 △641,669 △31,922 

⑬前年度繰越支払資金 1,546,980 1,546,980 － 

⑭収入の部合計 5,792,097 5,951,344 △159,247 

    

支出の部    

①人件費支出 2,659,668 2,643,225 16,443 

②教育研究経費支出 851,590 1,024,587 △172,997 

③管理経費支出 374,775 379,984 △5,209 

④借入金等利息支出 150 147 3 

⑤借入金等返済支出 30,000 30,000 0 

⑥施設関係支出 40,290 40,290 0 

⑦設備関係支出 118,210 118,210 0 

⑧資産運用支出 102,079 132,238 △30,159 

⑨その他の支出 190,127 166,979 23,148 

 ［予備費］ （20,000） 

0 

－ 

－ 

－ 

0 

⑩資金支出調整勘定 △55,827 △65,389 9,562 

⑪次年度繰越支払資金 1,481,035 1,481,071 △37 

⑫支出の部合計 5,792,097 5,951,344 △159,247 

注：各数値は、四捨五入により千円単位としているため、数値の計、差異が一部合致しない場合があります。 

 

≪収入の部概要≫ 

①学生生徒納付金収入：授業料収入、入学金収入や教育充実費収入等を計上し、

学生・生徒・園児の在籍者数とほぼ比例関係にあります。 

②手数料収入：入学・入園に係る検定料収入等を計上し、学生・生徒・園児の

志願者数とほぼ比例関係にあります。 

③寄付金収入：学園に対し、教育後援会や卒業生、一般の方から寄付された 

現金を計上しています。 

④補助金収入：国、県等からの経常費補助金や、大学・短大の修学支援補助金、

高等学校、幼稚園への授業料軽減補助金等を計上しています。 

⑤資産売却収入：保有資産の売却による収入で、有価証券の売却収入等を計上

しています。 

⑥付随事業・収益事業収入：寮費や受託研究等の収入となります。 

⑦受取利息・配当金収入：預金、貸付金等の利息、株式の配当金等を計上して

います。 

⑧雑収入：退職金支出に対する、退職金財団からの交付金等を計上しています。 

⑨借入金等収入：資金調達のため、金融機関等から借入した収入を計上してい

ます。 

⑩前受金収入：決算年度中に収納した次年度分の学費等を計上しています。 

⑪その他の収入：前期末未収入金収入、預り金受入収入等を計上しています。 

⑫資金収入調整勘定：各収入科目に計上した金額のうち、期末未収入金、前期

末前受金分を減額して計上しています。 

⑬前年度繰越支払資金：前年度から繰り越した現預金(支払資金)を計上してい

ます。 

⑭収入の部合計は、①～⑬までの合計金額であり、支出の部合計⑫と同額とな

ります。 

 



≪支出の部概要≫ 

①人件費支出：専任教職員をはじめ、非常勤講師、臨時職員、学生アルバイト

への給与、役員報酬等を計上しています。 

②教育研究経費支出、③管理経費支出：教育研究や管理運営に必要な消耗品費、

光熱水費、旅費、通信費など各種の経費を計上しています。 

④借入金等利息支出：借入金等の利息の支払を計上しています。 

⑤借入金等返済支出：上記の借入金の返済額を計上しています。 

⑥施設関係支出：土地、建物、構築物の取得等に係る経費を計上しています。 

⑦設備関係支出：機器備品、図書等の取得経費とリース契約で導入した大規模

設備のリース経費を計上しています。 

⑧資産運用支出：資産運用用の有価証券購入費を計上しています。 

⑨その他の支出：前期末未払金や預り金の支払支出等を計上しています。 

⑩資金支出調整勘定：各支出科目に計上した金額のうち、前期末前払金、期末

未払金分を減額調整し計上しています。 

⑪次年度繰越支払資金：次年度に繰り越した現金預金（支払資金）を計上して

います。 

⑫支出の部合計は①～⑫までの合計であり、収入の部合計⑭と同額となります。 

 令和７年度の決算では、前述のとおり翌年度繰越支払資金が3,658万6千円

減少し、14億8,107万1千円となりました。 

 

【活動区分資金収支計算書】 
 この計算書は、資金収支計算書の決算額では学校法人本来の教育研究活動で

の収支がどうなっているのかはわからないため、「教育活動」、「施設設備等活

動」、「その他の活動」の３つの区分に分類し、各活動の資金の流れを明らかに

するためのものです。企業会計のキャッシュフロー計算書に相当します。 

 また、資金収支計算書にある、調整勘定(未収入金、前受金、未払金、前払

金の調整)は、活動区分資金収支計算書でも維持され、それぞれの活動毎に区

分して表示しており、収支の最終数値は資金収支計算書も活動区分資金収支計

算書も一致することになります。 

 

≪教育活動による資金収支概要≫ 

 本業である教育活動の収支を表します。 

≪施設整備等活動による資金収支概要≫ 

 施設設備拡充等のための寄付金・補助金及び施設設備の取得・売却等の収支

を表します。 

≪その他の活動による資金収支概要≫ 

 財務活動（借入金の借入・返済や有価証券の購入・売却等）の他、収益事業

に係る活動、預け金の受け払い等の経過的な活動、過年度修正に係る収支を表

します。 

 

●活動区分資金収支計算書の構造図 
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  活動区分資金収支計算書（概要）            (単位：千円) 

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支 

科  目 金 額 

収 

入 

① 

学生生徒等納付金収入 2,808,657 

手数料収入 64,439 

特別寄付金収入 8,743 

一般寄付金収入 18 

経常費等補助金収入 1,122,701 

付随事業収入 49,060 

雑収入 170,153 

教育活動資金収入計 4,223,772 

支 

出 

② 

人件費支出 2,643,225 

教育研究経費支出 1,024,587 

管理経費支出 379,914 

教育活動資金支出計 4,047,727 

  差引 ③ 176,045 

  調整勘定等 ④ △84,475 

教育活動資金収支差額 ⑤ 91,570 

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支 

科     目 金 額 

収
入
⑥ 

施設設備寄付金収入 120 

施設設備補助金収入 16,417 

施設設備売却収入 0 

施設整備等活動資金収入計 16,537 

支
出
⑦ 

施設関係支出 40,290 

設備関係支出 118,210 

設備整備引当特定預金への繰入支出 37 

施設整備等活動資金支出計 158,537 

  差引 ⑧ △142,000 

  調整勘定等 ⑨ 36,048 

施設整備等活動資金収支差額 ⑩ △105,952 

小計（教育活動資金収支差額+施設設備等活動資金収支差額）㋐ △14,382 

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支 

科  目 金 額 

収 

入 

⑥ 

有価証券売却収入 52,372 

退職給与引当特定資産取崩収入 12,236 

施設改修引当特定資産取崩収入 0 

設備整備引当特定資産取崩収入 0 

貸付金回収収入 354 

預り金受入収入 98,598 

仮払金回収収入 7,169 

保証金回収収入 0 

小計 170,730 

受取利息・配当金収入 29,287 

その他の活動資金収入計 200,017 

支 

出 

⑫ 

借入金等返済支出 30,000 

有価証券購入支出 131,113 

奨学貸付金特定資産繰入支出 33 

退職給与引当特定資産への繰入支出 695 

施設改修引当特定資産への繰入支出 361 

預り金支払支出 88,632 

貸付金支払支出 0 

仮払金支払支出 1,003 

   小計 251,836 

借入金等利息支出 147 

過年度修正支出 70 

その他の活動資金支出計 252,053 

  差引 ⑬ △52,036 

  調整勘定等 ⑭ 510 

その他の活動資金収支差額⑮ △51,527 

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） ㋑ △65,908 

前年度繰越支払資金 ㋒ 1,546,980 

翌年度繰越支払資金 ㋑+㋒ 1,481,071 

注：各数値は、四捨五入により千円単位としているため、数値の計、差異が一部合致しない場合があります。 

 

 令和７年度決算では、教育活動による資金収支差額は 9157万円のプラス、

施設整備等活動による資金収支差額は1億595万2千円のマイナス、その他の

活動による資金収支差額は5,152万7千円のプラスとなっています。 



【事業活動収支計算書】 
 この計算書は、「教育活動収支」、「教育活動外収支」、「特別収支」の 3つの

区分に分類し、当年度の経営状況を表すものです。収入・支出のそれぞれの科

目は、資金収支計算書とほぼ同様ですが、収入では、負債を伴う収入、支出で

は、資産の取得に関する支出は計上されません。また、永続的に保持すべき資

産の増加額については、基本金組入額として控除しています。 

 

●事業活動収支計算書の構造図 
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≪教育活動収支概要≫ 

教育活動に係る収支のことで、経常的な収支のうち、教育活動外収支以外の

収支を表します。 

③寄付金：資金収支計算書の寄付金のうち経常費に関わる寄付金と経常費に関

わる現物寄付を計上しています。施設に関わる寄付金及び現物寄付は特別収支

のその他の特別収入に計上されます。 

⑧人件費支出：資金収支計算書の実際の人件費支出以外に、将来的に必要とな

る退職金支給額の増減を考慮した退職給与引当金繰入額等を加えています。 

⑨教育研究経費、⑩管理経費：資金収支計算書の内容に加え、減価償却費等を

計上しています。 

⑪徴収不能額等：徴収不能となった金額を計上しています。 

≪教育活動外収支概要≫ 

資金調達及び資金運用に係る活動に係る収支を表します。 

②その他の教育活動外収入：①以外の収入 

⑤その他の教育活動外支出：④以外の支出 

≪特別収支概要≫ 

臨時的な事業活動に係る収支のことで、教育活動収支及び教育活動外収支

以外のものを表します。 

①資産売却差額：不動産や有価証券等を売却し、その売却収入が帳簿価額より

も上回っている場合にその差額を計上しています。 

②その他の特別収入：施設設備の拡充等のための寄付金（現物寄付を含む）・

補助金や過年度修正額（前年度以前に計上した収入又は支出の修正額で当年度

の収入となるもの）を計上しています。 

④資産処分差額：不動産や有価証券等を売却し、その売却収入が帳簿価額より 

も下回っている場合にその差額を計上しています。また、建物・構築物等の取

り壊しや機器備品等を除却処分した場合、処分時点の帳簿残高を処分差額とし

て計上しています。 

⑤その他の特別支出：災害損失、過年度修正額（前年度以前に計上した収入又

は支出の修正額で当年度の支出となるもの）を計上しています。 

 

 

 

事業活動収支計算書(概要)               (単位：千円) 

教
育
活
動
収
支 

収
入
の
部 

科 目 予 算 決 算 差 異 

①学生生徒等納付金 2,877,972 2,808,657 69,315 

②手数料 68,195 64,439 3,756 

③寄付金 5,423 8,841 △3,418 

④経常費等補助金 975,294 1,122,701 △147,407 

⑤付随事業収入 49,345 49,060 285 

⑥雑収入 164,307 170,293 △5,986 

⑦教育活動収入計 4,140,536 4,223,992 △83,456 

支
出
の
部 

⑧人件費 2,643,012 2,643,012 0 

⑨教育研究経費 1,126,000 1,293,304 △167,303 

⑩管理経費 388,006 388,006 0 

⑪徴収不能額等 0 0 0 

⑫教育活動支出計 4,157,018 4,324,321 △167,303 

 
 ⑭教育活動収支差額 △16,482 △100,330 83,848 

教
育
活
動
外
収
支 

収
入
の
部 

①受取利息・配当金 27,036 29,287 △2,251 

②その他の教育活動外収

入 

0 0 0 

③教育活動外収入計 27,036 29,287 △2,251 

支
出
の
部 

④借入金等利息 150 147 334 

⑤その他の教育活動外支

出 

0 0 0 

⑥教育活動外支出計 150 147 334 

  ① 教育活動外収支差額 26,886 29,141 △2,255 

経常収支差額 10,404 △71,189 81,593 

特
別
収
支 

収
入
の
部 

①資産売却差額 13,814 25,999 △12,185 

②その他の特別収入 14,080 18,719 △4,639 

③特別収入計 27,894 44,718 △16,824 

支
出
の
部 

④資産処分差額 13,493 13,493 0 

⑤その他の特別支出 0 70 △70 

⑥特別支出計 13,493 13,563 △70 

  ⑦特別収支差額 14,401 31,155 △16,754 

 (20,000)  － 

〔予備費〕 0 0 

①基本金組入前当年度収支差額 24,805 △40,034 64,839 

②基本金組入額合計 △106,149 △72,386 △33,762 

③当年度収支差額 △81,344 △112,420 31,076 

④前年度繰越収支差額 △5,345,207 △5,345,207 0 

⑤基本金取崩額 0 374 △374 

⑥翌年度繰越収支差額 △5,426,551 △5,457,253 30,702 

（参考）     

⑦事業活動収入計 4,195,466 4,297,997 △102,531 

⑧事業活動支出計 4,170,661 4,338,031 △167,370 

注：各数値は、四捨五入により千円単位としているため、数値の計、差異が一部合致しない場合があります。 

 

≪その他≫ 

①基本金組入前当年度収支差額：当該会計年度の「事業活動収入」と「事業活

動支出」の差額です。 

②基本金組入額合計：必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものと

して、当年度組入れた額です。 

③当年度収支差額：「基本金組入前当年度収支差額」から「基本金組入額合計」

を控除した額です。 

④前年度繰越収支差額：前会計年度までの収支差額の繰越額です。 

⑤基本金取崩額：基本金の取崩しの対象となる金額が組入れの対象となる金額

を超えた場合の差額です。 

⑥翌年度繰越収支差額：前年度繰越収支差額と当年度収支差額を加減し、翌年

度に繰り越される収支差額です。 

⑦事業活動収入計：各収支の収入の計です。 

⑧事業活動支出計：各収支の支出の計です。 

 



 令和７年度決算では、学園全体での事業活動収入計は42億9,799万7千円、

事業活動支出計は、43億 3,803万 1千円、基本金組入前当年度収支差額はマ

イナス4,003万4千円となり、基本金組入額7,238万6千円を差し引いた当年

度収支差額は1億1242万円の支出超過となっています。そして、基本金を37

万4千円取り崩し、翌年度繰越収支差額はマイナス54億5,725万3千円とな

りました。 

 

 

【貸借対照表】 
この表は、期末における学園の財政状況（資産、負債、基本金等）を示した

ものです。 

●貸借対照表の構造図 

① 資 産 

 ② 負 債 

 
 ③

純
資

産 

④基本金 

 ⑤繰越収支差額 

① － ② ＝ ③ 

 図は、①資産額 ＞ ②負債 + ④基本金となり、⑤繰越収支差額が収入超過

となっていますが、本学は、① ＜ ② + ④となり繰越収支差額が支出超過と

なっています。 

 

 貸借対照表（概要）                  (単位 千円) 

科 目 本年度末 前年度末 増 減 

資産の部    

固定資産 9,227,797 9,263,887 △36,090 

①有形固定資産 6,869,041 6,997,181 △128,140 

②特定資産 1,752,008 1,763,118 △11,110 

③その他の固定資産 606,749 503,587 103,161 

④流動資産 1,673,884 1,699,557 △25,673 

資産の部合計 10,901,681 10,963,444 △61,763 

負債の部    

①固定負債 839,622 873,675 △34,053 

②流動負債 659,792 647,468 12,324 

負債の部合計 1,499,415 1,521,144 △21,729 

純資産の部    

①基本金 14,859,520 14,787,507 72,012 

②繰越収支差額 △5,457,253 △5,345,207 △112,046 

純資産の部合計 9,402,266 9,442,300 △40,034 

負債の部及び純資産の部合計 10,901,681 10,963,444 △61,762 

注：各数値は、四捨五入により千円単位としているため、数値の計、差異が一部合致しない場合があります。 

 

≪資産の部概要≫ 

①固定資産：土地、建物、機器備品、図書等の有形固定資産です。 

②特定資産：退職金の支払や固定資産を取得するために保有する資産です。 

③その他の固定資産：貸借対照表日（当該年度末）後1年を超える長期で保有

する有価証券や翌々年度以降に回収される貸付金等です。 

④流動資産：現金・銀行の各種預金・郵便貯金等や短期（1年以内）で運用す

る有価証券、翌年度の費用となる前払金、翌年度の収入となる未収入金などで

す。 

≪負債の部概要≫ 

①固定負債：返済期日が貸借対照表日（当該年度末）後1年を超えて到来する

長期借入金や長期未払金、将来において負担すべき退職金を一定の基準で算出

した額である退職給与引当金などです。 

②流動負債：返済期日が1年以内に到来する短期借入金や未払金です。これ以

外では、前受金や預り金も流動負債として計上されます。 

 

≪純資産の部概要≫ 

①基本金：学校法人が教育研究の維持・充実に必要な資産（校地・校舎・機器

備品等）を永続的に保持するための金額です。学校会計では当該年度に事業活

動収入のうちから基本金へ組み入れる仕組みになっています。 

 

②繰越収支差額：各会計年度の「事業活動収入」から「事業活動支出」を差し

引いた額から、さらに当該年度の「基本金組入額」を控除した収支差額の累計

額です。各年度の収支差額は、事業活動収支計算書にて計算・表示されますが、

貸借対照表においては、その累積額が表示されることとなります。 

 

 令和７年度末における学園全体での資産の部合計は109億168万1千円とな

り、前年度に比べ6,176万2千円の減少、負債の部合計は14億9,941万4千円

となり、前年度に比べ2,172万8千円の減少、純資産の部合計は94億226万6

千円となり、前年度に比べ4,003万4千円の減少となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


